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１．本市における対象区域

事業中を除く、都市計画道路の区域内

２．対象物件及び対象行為

対象物件 ： 建築物（建築基準法第２条第１項第１号に定める建築物をいう）　※適用除外のもの有り

対象行為 ： 新築、増築、（構造によって）改築又は移転

３．建築許可の要件

（１）都市計画道路の優先整備路線の区域内 ※ 裏面参照

階数が２以下で、かつ、地階を有しないこと。

容易に移転し、もしくは除却することができるもの。

（２）都市計画道路の優先整備路線の区域外

階数が３以下で、かつ、地階を有しないこと。

容易に移転し、もしくは除却することができるもの。

４．申請手続き上の注意事項

（１）

（２）

５．その他の注意事項

（１）

（２）

（３）都市計画法第53条の許可は建築確認の申請条件です。

（４）

６．他市決定の都市計画道路の計画線について

都市計画法第５３条に規定する建築の許可制度について

　都市計画施設（都市計画道路等）の区域内において建築しようとする場合、都市計画法第53条の規

定により建築許可の申請が必要です。

主要構造部（建築基準法第２条第１項第５号に定める主要構造部をいう）が木造、鉄骨造、コンク

リートブロック造その他これらに類する構造であること。

主要構造部（建築基準法第２条第１項第５号に定める主要構造部をいう）が木造、鉄骨造、コンク

リートブロック造その他これらに類する構造であること。

申請書は正・副を提出してください。なお添付書類については申請書下欄を参照してください。（申

請書は川越市ホームページからダウンロード可能）

都市計画道路の計画線を避けて建物を建築する際は、都市計画決定図書の精度及び、道路工事の際の

施工誤差を考え、計画線を避けて建築される場合は、できるだけ余裕を確保して建築していただくよ

うお願いします。なお、計画線を避けて建築される場合は、都市計画法第53条の申請は不要です。

特殊な形状、工法による建築物、及び工作物、または設備については申請前に事前協議をお願いしま

す。事業化を想定し構造・配置等について配慮していただく場合があります。

(例：小屋裏、地下収納、浄化槽、直接基礎以外の基礎、または広告塔、携帯基地局、機械式駐車場、など)

既存の建築物の増改築、または軽微な変更を行う場合においても都市計画法第54条の許可要件内でお

願いします。

都市計画施設の区域内にある土地を有償で譲渡しようとするときは、「公有地の拡大の推進に関する

法律」（公拡法）により、契約締結前にその旨を市長に届け出る必要があります。

　※ 詳しくは市役所４F管財課に確認してください。

　入間線（ふじみ野市）、日高川越鶴ヶ島線／富士見通線（鶴ヶ島市）の計画線の位置は該当する市に確

認してください。なお、都市計画法第53条を申請する場合は、まず、該当する市に許可申請書を３部（正

１・副２）提出し、計画線が記入された許可申請書２部（正1・副1）を川越市都市計画課に申請してくだ

さい。　　※ 副1部は他市保管となります。 裏面
へ



※ 整備済や事業中の区間については明記しておりません。

※ 優先整備路線の整備目標期間は2032年3月31日です。

都市計画法第５３条に関する問い合わせ先

川越市 都市計画課 都市計画担当　　☎ 049-224-5945（直通）

優先整備路線位置図

（都）市内循環線

　　区域：川越上尾線接続部～三田城下橋線

（都）寺尾大仙波線

　　区域：市道5186号線～川越駅南古谷線

（都）寺尾大仙波線

　　区域：市道0043号線～市道5315号線

（都）新河岸駅前通り線

　　区域：川越所沢線～市道0047号線

（都）川越所沢線

　　区域：市道1530号線～川越環状線（国道16号）

（都）中央通り線

　　区域：市道1511号線～市内循環線

（都）新河岸駅北通り線

　　区域：東京川越線～寺尾大仙波線
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